
航空機局の検査制度等について 

資料１－３ 



目 次 

１ 航空機局に搭載する無線設備の種類 
 
２ 航空機局の検査制度について 
 
３ 海外における航空機局の検査制度について 

１ 



１ 航空機局に搭載する無線設備の種類 

２ 



航空機に搭載される無線設備 

①【航空機無線電話】管制所等との間で交信するための無線電話装置用 
②【ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ】航空機の識別信号等の情報を送信する装置用 
③【機上DME】地上の無線標識までの距離情報を送受信する装置用 
④【気象ﾚｰﾀﾞｰ】気象情報をレーダースコープ上に表示する装置用 
⑤【電波高度計】航空機の対地高度を測定する装置用 
⑥【ACAS】衝突回避情報を自動的に表示し警報を発する装置用 
⑦【ELT】不時着時に救命信号を発信する装置 

コックピット内の無線設備配置例 

④ 

① 

③ 

③ 

⑤ ⑥ 
② 

⑥ 

③ 

⑤ 

① 

⑦ 

航空機局のアンテナ配置例 

３ 

① 航空機無線
電話の操作部 

② ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟ
ﾝﾀﾞｰの操作部 

③～⑥ 
機上DME、気象ﾚｰﾀﾞｰ、
電波高度計、ACAS等
の表示部 



GPS 
（位置情報） 

空港の管制所 

空港外の管制所 

航空会社運航管理所 

主な航空通信の概念図 

【ILS】 
航空機に進入コー
スを指示する装置 

【無線電話】 
管制所と航空機
の間で離発着の
ための交信を行
う無線電話装置 

【無線電話】 
管制所と航空機の
間で航空路の管制
のための交信を行
う無線電話装置 

【VOR/DME】 
航空機に高度・
位置情報等を提
供する無線標識 

衝突を回避するため
の情報を自動的に表
示し警報を発信 

気象情報をレー
ダースコープ上
に表示 

航空機の識別信号
等の情報を送信 

管制所と航空機
の間で交信する
ための無線電話
装置 

③ 地上の無
線標識まで
の距離を測
定する装置 

航空機の対地
高度を測定 

地上の無線標識
までの距離を測
定 

【航空機無線電話】 
航空会社の運行管理
所と航空機の間で交
信するための無線電
話装置（①と同じ装
置） 

不時着時に救
命信号を発信 

① 航空機無線電話 

② ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ 

③ 機上DME 

④ 気象ﾚｰﾀﾞｰ 

⑤ 電波高度計 

⑥ 航空機衝突防止装置 

⑦ 航空機用救命無線機 

（注） 
 ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ（Air Traffic Control Transponder）： 
   航空路管制用トランスポンダー 
 VOR（VHF Omnidirectional  Rader)：超短波全方向式無線標識 
 DME（Distance Measuring Equipment):距離測定装置 
  ILS(Instrument Landing System)：計器着陸装置 

４
 

【ILS】 
航空機に進入コー
スを指示する装置 ４ 



航空機局に搭載する無線設備一覧 

無線設備の種別 無線設備の概要 使用周波数 
ＶＨＦ帯無線電話 ○ 航空機と地上の間、航空機相互間における通信に必須の無線設備。 

○ 通信の種類は、航空交通管制通信、運航管理通信、航空業務通信。 
118～137MHz 
 （周波数により管制用、運
航管理用等に区分されてい
る。） 

ＨＦ帯無線電話 ○ ＶＨＦ帯の電波が到達しない洋上等における航空交通管制、運航管理通信におい
て使用。 

○ 我が国には、運航管理用の航空局が開設されていないため、外国の電気通信業
務用の航空局を中継して、航空会社の運航管理事務所等と連絡設定。 

2,850～22,000kHz  

機上ＤＭＥ ○ 航空機に設置する機上ＤＭＥ装置から質問電波を発射し、地上の定点に設置する
地上ＤＭＥ（又は地上ＴＡＣＡＮ）からの応答電波を受信し、応答電波を受信するまで
の時間を計測して、当該地上ＤＭＥまでの距離を測定。 

○ 質問信号は、２つのパルスをランダムに発射し、他の航空機との質問信号を区別。 
○ ＩＬＳ進入用として測定精度の高いＤＭＥ－Ｐがある（ﾀｰﾐﾅﾙDME）。 

送信： 1,025～1,150MHz、 
1,041～1,083MHz及び
1,094～1,150MHz 

受信： 960MHz～1,215MHz
（送信周波数に自動的に
対応） 

航空機用気象レーダー ○ 航空機の飛行方向の雲や降雨などの気象状況をレーダースコープ上に表示させ
ることによって、航空路上の悪天候領域を予め探知する装置。 

○ マップモードに切り替えることにより、海岸線、河川、湖等の地形を表示させ、自機
の現在位置を知るための利用も可能。 

9,345MHz  9,375MHz  
5,400MHz 

５ 

アンテナ設置例 表示器の例 

表示器の例 

送信装置 

操作部の例 

操作部の例 



無線設備の種別 無線設備の概要 使用周波数 
電波高度計 ○ 航空機から真下に電波を発射し、地表面からの反射波を受信するまでの時間から、当

該航空機の対地高度を測定する装置。 
○ 低高度用として、周波数変調した連続波を使用するＦＭ－ＣＷ方式、高高度用として、

一定周期の繰り返しパルス波を使用するパルス方式がある。 
○ 自動着陸装置、対地接近警報装置（GPWS）の情報源としての利用もされる。 
○ 大型機においては、通常2,500ﾌｨｰﾄ、小型機においては、1,500ﾌｨｰﾄまでの高度を、ほ

ぼ正確に測定可能。 

4300MHz 

航空機衝突防止装置 
（ＡＣＡＳ） 

○ 自機の質問電波に対する周辺の航空機の応答電波により、他機の位置、高度等の情
報を得ることにより、衝突を回避するための情報を自動的に表示し、警報を発する装置。 

○ 時機のＡＣＡＳ装置から質問電波を発射し、周辺の航空機のＡＴＣトランスポンダからの
応答信号を受信し、相手機の高度、方位、航行速度等を判別、追尾して衝突の危険性
を判定。 

○ 次の種類がある。 
  ・ＡＣＡＳ‐Ⅰ（主に小型機）：位置情報のみ提供。 
  ・ＡＣＡＳ‐Ⅱ（主に大型機）：位置情報や垂直方向の回避情報を提供。 
  ・ＡＣＡＳ‐Ⅲ（開発中）：ＡＣＡＳⅡに水平方向の回避情報を追加。 

送信： 1,030MHz 
受信： 1,090MHz 

ＡＴＣトランスポンダー ○ 地上の二次監視レーダー（ＳＳＲ）からの質問信号パルスを受信すると、自機に指定さ
れた識別記号、飛行高度等の情報を符号化し、応答信号パルスによりＳＳＲに自動的
に応答。 

○ 航空機衝突防止装置（ＡＣＡＳ）の導入により、近傍を航行する航空機からのＡＣＡＳ質
問信号に対しても同様に応答。 

○ モードＡ（識別信号）、モードＣ（飛行高度）、モードＳ（個別質問機能、ＡＣＡＳ対応機能
等）がある。 

送信： 1,090MHz 
受信： 1,030MHz 

航空機用救命無線機 
（ＥＬＴ） 

○ 航空機が海上等に不時着等した場合に、遭難者がその漂流地点を捜索救助機関や
捜索救助航空機（船舶）に探知させるための電波を自動的に発射する装置。 

○ 406MHzの電波（衛星経由）は、装置を個別に識別するための信号が組み込まれてい
る。 

○ 121.5MHz、243MHzの電波は、識別信号等はなく、ホーミング信号のみ の発射。 
○ 次の２タイプがある。 
  ・洋上型：水中に投下することにより動作する。 
  ・自動型：機体に装着し、限界以上の衝撃（Ｇ）が加わると自動的に作動する。 

406.025MHz,406.028MHz（ｺ
ｽﾊﾟｽ･ｻｰｻｯﾄ衛星経由） 
121.5MHz  243MHz 

６ 

表示器の例 

表示器の例 

設置例 

表示器の例 



２ 航空機局の検査制度について 
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  発射する電波が他の無線局に対する混信を起こさないよう、無線

局の電波の質や有効通達距離等について総務省が検査を行った
上で無線局の免許を付与する。 

航空機局の検査について 

無線局免許（総務省） 

無線局 航空機 

航空機局は、電波法第７３条に基づき、1年
周期で定期検査をうけなければならない。 

無線局定期検査 
【総合試験（フライトチェック】 
 ・無線設備を航空機に搭載し、飛行状態で地上無線局との実通 
  試験を実施 
 ・対比照合、無線従事者、時計及び備付書類の確認 
【電気的特性の点検（ベンチチェック）】 
  無線設備を航空機から取り外して点検 

無線局定期検査の内容 

電波法の目的： 
  電波の公平且つ能率的な利用を確保

することによって、公共の福祉を増進
することを目的。 

○ 免許を受けている無線局が免許の内容及び法令に定める事項に適合しているか否かを一定の時期ごとに確認するために実施。 
○ 無線設備、無線従事者の資格及び員数、備え付けなければならない書類及び時計について検査。 

８ 

検査の種別 検査の実施時期 検査の目的及び検査項目 根拠規定 
新設検査 無線局の開設時 予備免許及び申請の内容どおり工事が落成したかどうか等 

無線設備、無線従事者の資格及び員数、時計書類 
法第10条第1項、第2項（書面検査） 
法第12条（免許の付与） 

定期検査 航空機局：１年毎 
航空機地球局：２年毎 
その他、概ね１～５年毎 

免許を受けた際の条件が持続されているかどうか等 法第73条第1項 
法第73条第3項（書面検査） 
法第111条（罰則） 

変更検査 無線設備の変更の工事の
許可を受けたとき等 

当該変更又は工事の結果が許可の内容に適合しているかの確認 
無線設備等のうち必要な範囲 

法第18条第1項、第2項（書面検査） 
法第110条（罰則） 

臨時検査 電波法の施行を確保するた
めに特に必要があるとき等 

法の施行を確保する為 
無線設備等のうち必要な範囲 

法第73条第4項、第5項 
法第111条（罰則） 

【参考】 無線局検査の種別 

【航空機局】 
 航空機の無線局（人工衛星局の中継によって
のみ無線通信を行うものを除く。）のうち、無
線設備がレーダーのみのもの以外のもの 



総合試験（フライトチェック）の概要 

航空機局 

９ 

○ フライトチェックは無線設備を航空機に搭載し、飛行状態で実施。 
○ 対比照合、無線従事者、時計及び備付書類の確認 
○ チェック項目は、無線設備の種別毎に概ね以下のとおり。 

ＨＦ／ＶＨＦ通信装置 地上に開設された航空局との実通試験を実施し、必要な区
域において通信（有効通達距離及び通信状況（めいりょう度
及び感度））が良好に行われているか確認 

ＡＴＣトランスポンダー ・ レーダー管制所に試験を要求し、指定されたモード及び

コードで送信し、通報される位置と自機の位置を照合し、一
致することを確認 

・ レーダー管制所 
・有効通達距離の確認（航空機の最高飛行高度の区分毎に
確認） 

ＡＣＡＳ ・ 制御器及び指示器の機能について、その適否を確認（た

だし、音声等により自己診断機能の確認が可能なものにつ
いては動作確認を行うこと） 

・ 測定距離及び測定方位の適否を確認 

機上ＤＭＥ ・ 近距離誤差試験（読み取り誤差を除き±0.5NM又は測定
距離の±0.3%のどちらか大きい方の値より大きくないこと
を確認） 

・ 長距離誤差試験（地上ＤＭＥ又は地上ＴＡＣＡＮから適当な
距離の航路上にあるNDB又はVORの直上通過時に、機上
DMEの指示値と地図上の距離を比較して、適合性を確認） 

電波高度計 ・ 高度表示の誤差確認 
・ 進入限界高度表示の確認 
・ 事故試験装置の動作確認 

航空機用気象レーダー ・ 空中線姿勢の安定度（機体の姿勢変化による空中線の姿
勢制御の安定度を確認等） 

・ 制御器等の機能確認 

【フライトチェックの項目概要】 

地上の無線局（航空局等） 

実際に通信を行
い有効通達距の
確認等を実施 

国土交通省が実
施する耐空証明に
おける点検項目を
次頁に示す。 

参考 

※ フライトチェックは、定期検査の日の3ヶ月前までに実施された耐空証明の際に取得したデータを活用する等により省略可能。 



電気的特性の点検（ベンチチェック）の概要 

無線設備 

航空機 

１０ 

地上において対象無線 
設備の電波の質等につ 
いてチェック 

○ ベンチチェックは航空機に搭載された無線設備を取り外して実施。 
○ 主たるチェック項目として「電波の質（周波数の偏差、スプリアス発
射又は不要発射の強度）」、「変調度」及び「空中線電力」等を測定。 

○ 測定結果が電波法令に規定する値に合致するかどうか確認を行う。 

（参考） 不要発射による悪影響 
他の無線局
への悪影響 波形の歪み 

不要発射 ベンチチェックの実施 
により未然防止が可能 



登録検査等事業者制度について 

１１ 

 免許人は登録検査等事業者が行った点検結果を総務省に提出して検査判定を受けることが可能。 

免許人 
（航空事業者） 

 
総務省 

 

検査通知 

フライトチェック 
ベンチチェック 

検査判定 

外部 
登録検査等事業者 

点検実施 
報告書 

合 
 

格 

又は 

自社整備 

免許人 
（航空事業者） 

点検 
実施 

 
総務省 

 

航空機局を点検できる登録検査等
事業者の数： 
  ３１５社（平成24年７月現在） 
  
 ※各都道府県毎の事業者数を加算した数値 

登録検査等事業者 

※ 航空事業者自らが登録検査等事業者となることも可。また、普段から
整備を委託している事業者が登録検査等事業者であることが多い。 



３ 海外における航空機局の検査制度について 

１２ 



日本と諸外国の制度の比較 

無線局の免許発給機関 無線局の免許制度 

米国 
連邦通信委員会（ＦＣＣ） 

FCCが航空機の用途に応じた無線局免許を発給 
免許後の無線設備の変更等の手続きはない 
有効期間は10年（再免許可） 
国内のみを航行する等条件に合致する航空機は免許不要 

英国 
 Ofcomの代理人として、英国民間航空局（CAA）の航

空政策部局（DAP）が発給 

CAAがOfcomの代理として無線局免許も発給。 
ただし、Ofcomは無線通信に関する部分、CAAは航空機の耐空
性に関する部分について責任を負っている。 

仏国 
エコロジー・持続成長・エネルギー省民間航空総局
（DGAC）が発給 

DGACが発給した耐空証明のデータベースの中に無線設備に
関する情報も含めて管理。 

独国 
無線局の免許については「連邦ネットワーク庁」、耐空
証明は「連邦航空局（LBA）」が発給 

連邦ネットワーク庁は電波の有効利用の観点で免許を管理。
LBAは、安全保安設備としての無線設備の管理を行っている。 

韓国 
韓国放送通信委員会（KCC）の下部機関である電波

管理所（CRMO） 

CRMOが発給した無線局の免許情報をKCCでも総括的に管理。 

日本 

総務省（総合通信局等を含む。） 

総務省が発給した無線局の免許情報をデータベース化して管理。 

１．航空機に搭載する無線局の免許制度について 

１３ 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_the_United_States.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_the_United_Kingdom.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_Japan.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_South_Korea.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_Germany.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_France.svg


無線局の検査 
実施主体 

登録検査等事業
者の有無 検査実施周期 検査制度の根拠規

定 検査の内容 検査にかかる費
用 

米国 
航空機運航者、無線機
器製造者及び認定修理
事業者 

無 

ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞは24ヶ
月毎、ELTは12ヶ月
毎 
他の機器はｵﾝｺﾝﾃﾞｨ
ｼｮﾝで実施 

ATCﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞ：FAA規
則14CFR91.413 
ELT：FAA規則
14CFR91.207 
他の設備：FCC規則
14CFR87.69 

航空機の型式毎に航空
機メーカーが指定 

整備費用の内数 

英国 
 

整備機関又は整備資格
を有した技術者 
（ただし、ＣＡＡによるサ
ンプル検査も有り） 

航空機所有者又は運
用者が登録検査等事
業者に該当 

航空機製造事業者が
策定するマニュアルに
従って実施 

航空機製造事業者が策
定するマニュアルに従っ
て実施 

目視検査及び機能
チェック 

整備費用の内数 

仏国 航空機耐空証明会社
（Air France等の航空運
送事業者等）等が実施。
その結果を航空安全協
会（OSAC）がチェック。 

航空機耐空証明会社
が登録検査等事業者
に該当 

航空機耐空証明会社
が２年毎に実施 
（その結果をOSACが
抜き打ちでチェックす
る。） 

2011年4月18日航空無
線に関する省令 

地上テスト（ベンチテス
ト）及びフライトテスト 

免許人の規模等に
より費用は異なるが、
OSACが手数料を
年毎に徴収 

独国 航空機整備事業者（ﾙﾌﾄ
ﾊﾝｻﾞ・ﾃｸﾆｯｸ社等）のエ
ンジニア（LBAに登録さ
れた者） 
抜き打ち検査及び混信
が生じ、その原因が不
明な場合は連邦ネット
ワーク庁 

航空機整備事業者が
登録検査等事業者に
該当 

航空機整備事業者が
LBAに事前に届け出
た周期 
（連邦ネットワーク庁
の検査は、抜き打ち
及び混信が生じ、そ
の原因が不明な場合
に実施） 

航空機整備事業者が
MPD及び経験により積
み上げられた情報等を
加味して作成し、LBAに
届け出る「Customized 
Job Card」 
連邦ネットワーク庁が行
う検査については電気
通信法第64条 

航空機整備事業者が
LBAに届け出た内容毎
に異なる。 
（ベンチテストとフライト
テストを行う航空機整備
事業者もある。） 
連邦ネットワーク庁が行
う検査では、ベンチテス
トは行わない。 

整備費用の内数 
（連邦ネットワーク庁
が行う検査について
は手数料無し。） 

韓国 民間の大型機は韓国放
送通信電波振興院
（KCA) 
国所属の航空機や小型
機はCRMO 

KCAが登録検査等事
業者に該当 

大型機は毎年 
小型機（ヘリ、セスナ
等）は２年毎 
ｳﾙﾄﾗﾗｲﾄﾌﾟﾚｰﾝは５年
毎 

電波法令（電波法施行
規則、告示等を含む。） 

ベンチチェック（無線設
備を航空機に装着した
ままで地上において発
射する電波を測定） 
フライトチェックは無い。 

KCAが徴収する検
査手数料は70万か
ら80万ウォン 
（約49.000～56,000
円） 

日本 
総務省（総合通信局）又
は登録検査等事業者 有 1年毎 電波法令 ベンチチェック、フライト

チェック、書類確認等 

書面検査の場合は
2550円（最大でも20
万円程度） 

２．航空機に搭載する無線局の検査制度について 

１４ 
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